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～ＩＲＣ会員企業へのアンケート結果より～ 

 

株式会社いよぎん地域経済研究センター（略称ＩＲＣ、社長 山崎 正人）では、この

たび下記のとおり、企業における社員教育の取組みの現状と課題について取りまとめまし

たので、お知らせいたします。なお、詳細は、2012 年 3 月 1 日発行の「調査月報ＩＲＣ・

2012 年 3 月号」に掲載いたします。 

 

記 

 

【調査概要】 

弊社では、企業における社員教育の取組み状況やその課題などを調査するため、ＩＲＣ

会員企業を対象にアンケートを実施し、３０２社から回答を得た。 

 

【調査結果要旨】 

1. 社員教育の実施内容は、従業員規模による違いはあるものの、「ＯＪＴの実施」「社内

研修の開催」「外部研修への派遣」「自己啓発の支援」の４項目での回答割合の差は小

さく、様々な方法を組み合わせて社員教育を実施している様子がうかがえる。 

 

2. 教育計画の有無とその必要性については、「計画がある」は５７．１％と半数以上を占

めた。一方、「計画はないが必要性を感じる」と回答した企業が、４０．９％であるの

に対し、「計画はなく、必要性も感じない」と回答した企業は２．０％であった。 

 

3. 社員教育の満足度は、「満足」「おおむね満足」を合わせて３３．５％である一方、「不

満」「やや不満」は合計で６６．４％と、不満に思う企業が３分の２を占めた。 

 

4. 社員教育に取り組む上での問題点は、「社員教育に充てる時間が少ない」（５４．２％）
が最も多く、次いで「教育・指導ができる人材が少ない」（５０．８％）、「計画的な教

育ができていない」（４７．８％）が多かった。一方、「社員教育の予算が少ない」（１

８．２％）、「定着率が低い」（７．４％）は比較的少なかった。 

以 上 
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「企業は人なり」の言葉が示すとおり、企業

経営において、人材は最も重要な経営資源であ

る。その人材の活用度を高めるため、各企業で

は様々な教育を行い、社員のレベルアップを図

っているが、一方で課題も多いと聞く。そこで、

社員教育の問題点や課題を明らかにすべくア

ンケートを実施した。  

 

 

1. アンケート結果  
今回実施した社員教育に関するアンケート

の概要と回答先の属性は以下のとおりである。 

 

アンケート概要 

調査時期 2011 年 10 月上旬 

調査対象 ＩＲＣ会員企業 

回答企業数 302 社 

回答企業の属性 

業種 

製造業：91 社、建設業 43 社 

運輸業 20 社、卸・小売業 67 社 

サービス業 64 社、その他 11 社 

不明 6 社 

従業員

規模 

30 人未満：113 社 

30～100 人未満：94 社 

100 人以上：88 社 

不明：7 社 

 

 

（１） 社員教育の取り組み状況  

社員教育の実施内容について尋ねたところ、

全体では、「ＯＪＴの実施」「社内研修の開催」

「外部研修への派遣」「自己啓発の支援」の４

項目での回答割合の差は小さく、様々な方法を

組み合わせて社員教育を実施している様子が

うかがえる。 

従業員規模別にみると、１００人以上の企業

では、それ以下の企業に比べていずれの項目も

実施していると回答した割合が高い。特に、「Ｏ

ＪＴの実施」「社内研修の開催」「外部研修への

派遣」ではその差が大きい。「自己啓発の支援」

は、従業員規模による差はそれほど大きくなか

った。「ジョブローテーション」は、実施して

いる企業が全体的に少なく、従業員１００人以

上の企業でも２５．０％となっている。 

 

図表１ 社員教育の実施内容（複数回答） 
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※１  OJT（On the Job Training）：職場内訓練とも呼ばれる、仕事を通じて行

われる上司や先輩社員による教育指導。  

※２  ジョブローテーション：社員に多くの経験をさせるための、計画的な配置転換

や職務異動。  

 

（２） 教育計画の有無と必要性  

教育計画の有無とその必要性について尋ね

たところ、全体では、「計画がある」は５７．

１％と半数以上を占めた。一方、「計画はない

が、必要性を感じる」と回答した企業が、４０．

９％であるのに対し、「計画はなく、必要性も

感じない」と回答した企業は２．０％であった。 

従業員規模別にみると、従業員規模が大きく

なるにつれて、「計画がある」と回答する企業

の割合が高くなり、従業員１００人以上の企業

の約８割が「計画がある」と回答している。 

 

 



図表２ 社員教育の計画の有無と必要性 
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（３） 社員教育の満足度  

社員教育の満足度について尋ねたところ、全

体では、「満足」「おおむね満足」を合わせて３

３．５％である一方、「不満」「やや不満」は合

計で６６．４％と、不満に思う企業が３分の２

を占めた。 

従業員規模別では、規模が大きくなるにつれ

て、満足度が高くなっている。 

図表３ 社員教育の満足度 
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（４） 社員教育に取り組む上での問題点  

社員教育に取り組む上での問題点を尋ねた

ところ、「社員教育に充てる時間が少ない」（５

４．２％）が最も多く、次いで「教育・指導が

できる人材が少ない」（５０．８％）、「計画的

な教育ができていない」（４７．８％）が多か

った。一方、「社員教育の予算が少ない」（１８．

２％）、「定着率が低い」（７．４％）は比較的

少なかった。 

図表４ 社員教育に取り組む上での問題点 
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（５） OJT の課題  

ＯＪＴの課題について尋ねたところ、「指導

者の指導力の向上」（４３．２％）との回答が

最も多く、次いで、「実施時間の確保」（４１．

２％）、「対象者の習得意欲の向上」（３７．８％）

と続く。複数項目を課題とした企業が多く、Ｏ

ＪＴでは様々な課題を抱えているようだ。  

 
図表５ ＯＪＴの課題（複数回答） 
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※四捨五入の関係で合計が１００％にならないことがある。以下同じ。 



（６） 社内研修の課題  

社内研修の課題を尋ねたところ、「対象者の

時間確保」（６２．０％）との回答が最も多く、

「講師ができる人材の育成・確保」（４５．４％）、

「研修の企画・立案」（４０．７％）が続く。

社員教育全体の問題点でもあるが、社内研修の

実施には時間確保が一番の課題となっている

ようだ。 

 

図表６ 社内研修の課題（複数回答） 
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（７） 外部研修派遣の課題  

外部研修派遣の課題を尋ねたところ、「対象

者の時間確保」（５１．２％）との回答が最も

多く、「費用対効果の判断」（４６．８％）、「ニ

ーズにマッチした研修の選択」（４５．８％）

も多かった。社内研修と同様に時間確保という

課題に加え、外部研修では、その効果が判断し

づらい点や自社のニーズにマッチするかどう

かが課題となっているようだ。 

外部研修は直接的な費用が発生するが、「予

算の捻出」は３０．６％と、上位３項目に比べ

るとやや低い結果となった。 

 

図表７ 外部研修派遣の課題（複数回答） 
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2. まとめ  
規模によって取り組み状況に差があるもの

の、各企業ではＯＪＴや社内研修、あるいは外

部研修への派遣といった形で様々な社員教育

を実施している。一方で、その必要性を感じな

がら社員教育の計画がない企業も多い。また、

社員教育を実施するには、時間の確保が大きな

課題となるようだ。 

必要最小限の人員で業務をこなし、人手に余

裕がなくなっていることなどから、社員教育に

充てる時間が取れず、計画的に社員教育を実施

することが難しくなっていると考えられる。 

限られた時間を有効に活用するためにも、し

っかりと計画を立て、ＯＪＴとＯｆｆ-ＪＴを

上手に使い分けながら、計画的に教育を実施す

ることが望まれる。 

社員教育は、人材への先行投資であり、すぐ

に結果が出るものではないが、投資をした分だ

け将来に向けた差別化要因となるはずである。

社員教育、人材育成に積極的に取り組み、人材

への投資を成長の原動力に変えられる企業が

数多く出てくることを期待したい。  

（石川  良二）  


